
様式２－４

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

令和4年度障害者就業・生活支援セン
ター事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
社会福祉法人　八ヶ岳名水会
山梨県北杜市長坂町小荒間
1095-7

5090005004842

本事業は、障害者の雇用の促進等に
関する法律第27条に基づき都道府県
知事から障害者就業・生活支援セン
ターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた
団体を委託先とすることから、競争を
許さないため。（会計法第29条の3第4
項）

20,247,299 20,247,299 100.0% 0

令和4年度障害者就業・生活支援セン
ター事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
公益財団法人　住吉偕成会
山梨県甲府市住吉4-10-32

2090005002840

本事業は、障害者の雇用の促進等に
関する法律第27条に基づき都道府県
知事から障害者就業・生活支援セン
ターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた
団体を委託先とすることから、競争を
許さないため。（会計法第29条の3第4
項）

35,321,507 35,321,507 100.0% 0

令和4年度障害者就業・生活支援セン
ター事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
社会福祉法人　ぶどうの里
山梨県甲州市勝沼町小佐手
633-1

6090005003802

本事業は、障害者の雇用の促進等に
関する法律第27条に基づき都道府県
知事から障害者就業・生活支援セン
ターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた
団体を委託先とすることから、競争を
許さないため。（会計法第29条の3第4
項）

25,998,799 25,998,799 100.0% 0

令和4年度障害者就業・生活支援セン
ター事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
社会福祉法人　ありんこ
山梨県富士吉田市大明見1-13-
28

6090005004346

本事業は、障害者の雇用の促進等に
関する法律第27条に基づき都道府県
知事から障害者就業・生活支援セン
ターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた
団体を委託先とすることから、競争を
許さないため。（会計法第29条の3第4
項）

15,020,981 15,020,981 100.0% 0

令和4年度中小企業・小規模事業者等に
対する働き方改革推進支援事業（都道
府県センター事業）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日

特定非営利活動法人やまなし
キャリアデザイン・ラボ
山梨県中巨摩郡昭和町河西
1232-1

1090005007287
競争入札に付したものの落札者がな
かったため（会計法第29条の3第5項、
予決令第99条の2）

29,998,542 27,603,620 92.0% 0

非常勤システム、業務支援システム、マ
イナンバー管理システム使用及び保守

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
コンピュータ・システム　株式会社
京都府京都市上京区笹屋町千
本西入笹屋4-273-3

5130001002985

当該システムのプログラム使用許諾
権は開発業者のみに帰属し、他社に
使用許諾を認めることはなく、ソフト
ウェアの所有権、著作権も当該業者に
帰属していることから、保守部分のみ
を他業者が行うことは不可能なため。
（会計法第29条の3第4項）

1,306,800 1,306,800 100.0% 0

備　考

再就職
の役員
の数
（人）

落札率
(%)

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

契約を締結した日
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
物品役務等の名称及び数量

公益法人の場合

令和４年５月３１日現在

契約金額（円）予定価格（円）
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

法人番号

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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令和４年５月３１日現在

契約金額（円）予定価格（円）
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

法人番号

令和４年度富士吉田公共職業安定所外
２施設冷暖房設備保守点検業務委託契
約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
大栄設備株式会社
山梨県甲府市下飯田２－１１－１
７

1090001001236
競争入札に付したものの落札者がな
かったため（会計法第29条の3第5項、
予決令第99条の2）

1,664,025 1,650,000 99.2% 0

山梨労働局書庫に係る民間ビル賃貸借
契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
株式会社　ダイタ
山梨県甲府市丸の内２－１４－１
３

6090001001272

労働局書庫として使用している建物の
賃貸借契約であり、庁舎からの距離、
必要面積等の条件を満たす物件が他
になく、当該建物を継続して使用する
ことが必要であることから、競争を許さ
ないため（会計法第29条の3第4項）

1,625,064 1,625,064 100.0% 0

甲府公共職業安定所来庁者用駐車場に
係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
個人
東京都八王子市

山梨県と契約していた来庁者用駐車
場が平成29年度に借り受けできなくな
り、代替地として来庁者の利便性を考
慮して選定した。近隣に他の適当な物
件がないことから、競争を許さないた
め（会計法第29条の3第4項）

864,000 864,000 100.0% 0

甲府公共職業安定所来庁者用駐車場に
係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
リッチダイヤモンド　株式会社
山梨県甲府市高畑1-13-36

8090001002483

来庁者用駐車場として使用している土
地に係る賃貸借契約であり、近隣に他
の適当な物件がなく、来庁者の利便
性を考慮すれば、継続して使用するこ
とが必要であることから、競争を許さ
ないため。（会計法第29条の3第4項）

3,180,000 3,180,000 100.0% 0

富士吉田公共職業安定所庁舎に係る土
地賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
富士吉田市
山梨県富士吉田市下吉田6-1-1

1000020192023

庁舎用地として使用している土地に係
る賃貸借契約であり、当該場所でなけ
れば行政事務を行うことができず、当
該土地を継続して使用することが必要
であることから、競争を許さないため。
（会計法第29条の3第4項）

1,053,152 1,053,152 100.0% 0

塩山公共職業安定所来庁者用駐車場に
係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
山梨交通　株式会社
山梨県甲府市飯田3-2-34

3090001002199

来庁者用駐車場として使用している土
地に係る賃貸借契約であり、近隣に他
の適当な物件がなく、来庁者の利便
性を考慮すれば、継続して使用するこ
とが必要であることから、競争を許さ
ないため。（会計法第29条の3第4項）

1,188,000 1,188,000 100.0% 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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韮崎公共職業安定所来庁者用駐車場に
係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
個人
山梨県甲府市

来庁者用駐車場として使用している土
地に係る賃貸借契約であり、近隣に他
の適当な物件がなく、来庁者の利便
性を考慮すれば、継続して使用するこ
とが必要であることから、競争を許さ
ないため。（会計法第29条の3第4項）

1,128,000 1,128,000 100.0% 0

甲府公共職業安定所附属相談施設
（ジョブカフェやまなし（ヤングハローワー
ク））及び山梨県求職者総合支援セン
ター来庁者用駐車場に係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
富士急行　株式会社　不動産事
業部
山梨県富士吉田市新西原5-2-1

4090001009986

附属施設に附帯する来庁者用駐車場
として使用中の土地に係る賃貸借契
約であり、来庁者の利便性を考慮す
れば、継続して使用することが必要で
あることから、競争を許さないため。
（会計法第29条の3第4項）

1,565,100 1,565,100 100.0% 0

やまなし・しごと・プラザサテライトに係る
建物賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
株式会社　富士急百貨店
山梨県富士吉田市上吉田2-5-1

4080101001695

一体的実施施設として使用している建
物に係る賃貸借契約であり、当該場
所でなければ行政事務を行うことがで
きず、当該建物を継続して使用するこ
とが必要であることから、競争を許さ
ないため。（会計法第29条の3第4項）

1,320,000 1,320,000 100.0% 0

新型コロナウイルス感染症対応休業支
援金・給付金集中処理センターに係る民
間ビル賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
鈴与興産　株式会社
静岡県静岡市清水区入船町11-
1

5011001029758

新型コロナウイルス感染症対応休業支援
金・給付金集中処理センターとして山梨労
働局庁舎からの距離、必要面積、仮に移転
するとした場合の備品等の移転費、入居工
事費、原状回復費等を考慮した場合、既存
の同施設の継続賃貸の方がより経済的で
あることから、契約の目的物が代替性のな
い性質のものであるため。（会計法第29条
の3及び予決令第102条の4第3項）

7,827,600 7,827,600 100.0% 0

新型コロナウイルス感染症に係る雇用
調整助成金の特例措置に伴う民間ビル
賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
富士急行　株式会社不動産事業
部
山梨県富士吉田市新西原5-2-1

4090001009986

新型コロナウイルス感染症により申請が増
加した雇用調整助成金の集中処理を行う
ため、山梨労働局庁舎及び書庫からの距
離、必要面積、仮に移転するとした場合の
備品等の移転費、入居工事費、原状回復
費等を考慮した場合、既存の同施設の継
続賃貸の方がより経済的であることから、
契約の目的物が代替性のない性質のもの
であるため。（会計法第29条の3及び予決
令第102条の4第3項）

8,385,864 8,385,864 100.0% 0

新型コロナウイルス感染症に係る雇用
調整助成金の特例措置に伴う外部書庫
賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
福原　正
甲府市丸の内1-1-11

令和4年4月1日
株式会社　ダイタ
山梨県甲府市丸の内2-14-13

6090001001272

新型コロナウイルス感染症により増加した
雇用調整助成金申請書類を保管するた
め、山梨労働局庁舎及び助成金センターか
らの距離、必要面積、仮に移転するとした
場合の備品等の移転費、入居工事費、原
状回復費等を考慮した場合、既存の同施
設の継続賃貸の方がより経済的であること
から、契約の目的物が代替性のない性質
のものであるため。（会計法第29条の3及び
予決令第102条の4第3項）

1,596,144 1,596,144 100.0% 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


